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はじめに 

 

 昨夏、本道に甚大な被害をもたらしました台風災害から、約７か月が経過い

たしました。本検証委員会は、災害発生後まもない昨年１０月に「北海道防災

対策基本条例」（以下 条例という）に基づき設置され、これまで５回にわた

り委員会を開催して参りました。この検証制度は、平成 26 年の条例改正時に

「第 30 条 災害に係る検証」※として、新たに加えられたものですが、私は

その際に設けられた外部の検討委員会に携わっておりました。しかし、この条

例が定められた時には、まさか 2 年後にこのような大規模災害が発生し、その

対応を検証することになるとは思いもよりませんでした。 

本委員会では、検証作業を進めていく上で被災地の状況を確認する必要性を

感じ、特に被害が甚大であった被災４町を訪問し、地元の役場職員や住民の

方々に直接お話を伺ったり、防災関係機関に対して調査をしたりしながら、議

論を重ねて参りました。 

 本委員会の目的は、条例の定めのとおり、災害対応の検証を行い、その結果

を本道の防災対策に適切に反映させることにあります。また、次の災害がいつ、

道内のどこで発生するか知れないことから、委員会運営にあたっては、道や市

町村をはじめ、各防災関係機関の新年度(平成 29 年度)の予算や施策に反映が

可能となるよう、検証する項目を二つに区分し、昨年末の一次報告、今回の最

終報告といった二段階による提言を行いました。 

  提言の具体的な内容は、本報告書をご覧ください。なお、ここでは、検証作

業を通じて交わされた議論の主な内容として、次の三点を示します。 

  一点目は、私たち道民の災害、特に水害に対する意識についてです。西日本

のように毎年のように台風被害に見舞われる地域とは異なり、台風もめったに

上陸せず、長い間、大きな水害を経験してこなかった道民にとっては水害に対

する警戒心が弱く、避難行動などの心構えや備えなども十分でなかったことは

否めません。被災地を訪れた際、役場職員や住民からも、一様に「まさかあの

川が氾濫するとは」、「まさか避難が現実となるとは」などの発言が相次ぎ、

あらためて日頃からの災害に対する危機意識の醸成が大切であることが確認さ

れました。 

  二点目は、災害対応の第一線としての責任を担う、道内市町村における対応

能力についてです。広大な面積を有しながらも、職員数の制約から専任の防災

担当者を配置できていない市町村が多いことです。近年、多発する傾向にある

自然災害は、本道においても決して例外ではないことを肝に銘じ、市町村にお

ける災害対応能力のレベルアップが必要であることが確認されました。 



 三点目は、各防災関係機関における連携等についてです。委員会には、国、

道、市町村といった災害の初動対応の中枢を担った防災関係機関が参画してい

ましたが、改めて緊急の対応を迫られる応急対策には、関係機関によるタイム

リーな情報の共有、役割分担も含めた連携・協力が最も重要であることが明ら

かになりました。それが本番で期待通り機能するために、平時から各種訓練や

会議などを通じて取り組む必要があることが確認されました。 

 

  平成２９年第１回定例道議会で、高橋知事は、新年度における道の重点政策

として、道民への防災教育の取組強化をはじめ、市町村の防災業務に対する支

援や防災関係機関の更なる連携の強化など、防災対策に関する新たな取組を表

明いたしました。これらは、本検証委員会でのこれまでの議論や提言などを踏

まえたものとなっております。 

 本日、最終報告をとりまとめましたが、決してこれで終わりではありません。

私たちはこの台風災害を忘れることなく、教訓を学び続けなければならず、本

提言が、今後の本道における防災政策にいかに反映されていくかを注視してい

かなければならないと思います。 

 本報告が、今後、本道の防災力の強化につながり、道民が安全に安心して暮ら

すことのできる社会の実現の一助にならんことを願ってやみません。 

  最後になりましたが、時間をいとわず、本委員会に積極的に参加し、ご発言

いただきました委員・オブザーバー諸氏をはじめ、精力的に事務を執り進めら

れました、事務局の方々に心から感謝申し上げます。 

 

   平成 28 年 8 月から 9 月にかけての大雨等災害に関する検証委員会 

                                                 座長 佐々木 貴子 

 

 

※ 第 30 条 道は、道内で大規模な災害が発生した場合その他それ以外の災害に関し必要が

あると認める場合には、市町村及び防災関係機関の協力を得て、当該災害に係る防災対策

等についての検証を行うものとする。 

２ 道は、前項の検証の結果を公表するとともに、防災対策に反映させるものとする。 
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平成２６年３月に改正した北海道防災対策基本条例により、道は、道内で大規模な災害

が発生した場合等には、市町村及び防災関係機関の協力を得て、当該災害に係る防災対策

等について検証を行うものと定められた。 

災害を検証することによって、道、市町村、防災関係機関等が連携して講じた災害予防

対策や災害応急対策などの防災対策等が、住民の生命や生活を守るために十分に機能した

かどうかについて把握するとともに、評価すべき事項や課題を明らかにし、その結果を北

海道全体の防災・減災対策に活かすことが重要である。 

このため、検証結果については、北海道地域防災計画等に反映させるなど、防災対策の

より一層の充実強化に活かしていくとともに、北海道の災害教訓として市町村や防災関係

機関、道民に広く周知・共有し、本道の防災力の向上に資することを本検証の目的とする。 

 

 

検証を行うにあたっては、防災対策全般を総合的かつ横断的な視点に立って把握・検証

することが重要である。 

そこで、平成２７年６月に北海道防災会議で定めた災害検証実施要領に基づく検証項目

に基づき、災害発生時から応急対策までの期間を中心（検証項目に応じ、平常時や復旧時

を含める）に検証を進めるとともに、今回の災害で対象とならなかった⑦医療活動、⑭積

雪寒冷期等を除き、⑮その他を防災教育とし、１３項目を検証項目とした。 

 

［検証項目］災害検証実施要領から抜粋 

①情報収集・通信 被災者・市町村等からの災害情報収集及び通信の状況等 

②避難行動 避難勧告の発令及び伝達、被災者の避難行動及び避難体制等 

③避難所運営・支援 避難所の運営及び支援等 

④物資及び資機材の

備蓄・支援 

物資の備蓄、調達、配布及び需要把握等 

⑤災害対策本部の体

制と活動 

災害対策本部における体制や情報共有、被災地等に対する職員配

置等 

⑥救助救出・災害派

遣要請 

警察、消防等との連絡調整、自衛隊に対する災害派遣要請等 

⑦医療活動 被災地（避難所を含む）の医療衛生体制と活動等 

⑧広報・情報提供 道民に対する広報、報道機関に対する情報提供等 

⑨ライフライン ライフラインの被害及び復旧、並びに各事業者間の連携等 

⑩交通 交通障害及び交通規制の状況及び影響等 

⑪孤立地区 孤立地区に対する支援及び救助等 

⑫ボランティア ボランティアの要請、受入体制及び連携等 

⑬被災市町村の行政

機能 

被災した市町村の行政機能の喪失状況及び支援等 

１ 検証の目的 

２ 検証の項目 
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⑭積雪寒冷期等 防寒対策及び積雪の状況等 

⑮その他 前各号に掲げる検証項目以外のもので検証を行うことが必要と認

める災害対応等 

 

 

 検証項目ごとの対応状況や各防災関係機関の活動状況等を把握するほか、対応状況の詳

細や背景などについて、市町村や住民へのヒアリング、道（振興局）の考えなど検証作業

に必要となる調査等を実施した。 

 

１ 防災関係機関の活動状況の把握                        

   各防災関係機関から活動状況や課題、今後の方向性などについて報告を受け、検証の

参考とした。  

 

２ 被災市町村（４町）の委員現地調査の実施                   

（１）調査目的及び調査方法 

   市町村における災害対応や住民の認識について、ヒアリング形式で調査を行い、課

題及び評価できる事項、住民の避難行動等の把握を行った。  

（２）調査日程 

   平成２８年１１月１４日（月） 

  ・南富良野町（南富良野町役場［副町長ほか］、地域住民［４名］） 

   ・新得町（新得町役場［町長ほか］、地域住民［８名］） 

   ◆検証委員～佐々木委員、定池委員  

   平成２８年１１月１５日（火） 

   ・清水町（清水町役場［町長ほか］、地域住民［１２名］） 

   ・芽室町（芽室町役場［副町長ほか］、地域住民［７名］） 

    ◆検証委員～河西委員、定池委員 

（３）ヒアリングのポイント 

   ・大雨災害に関する認識 ・災害情報収集、通信 ・避難勧告等の発令、避難誘導 

   ・住民の避難行動 ・避難所運営 ・支援物資 ・職員の体制 ・ライフライン 

   ・ボランティア ・関係機関の支援 ・防災教育 ・要支援者への対応 等 

 

３ その他市町村訪問の実施                              

 道総務部危機対策局危機対策課の職員が、道内市町村を訪問した際に、市町村の防災

担当者と今回の大雨等災害を振り返り、本検証委員会の検証項目に沿ったヒアリングを

実施した。 

 

 

 

 

３ 検証方法 
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４ 道（振興局）の体制・対応に係る報告                              

 道（振興局）の担当部署職員に対し、道災害対策地方本部体制や市町村、防災関係機関

との情報共有、連携等について、意見照会を行った。 

 

 このような様々な情報をもとに課題や評価すべき事項を抽出・整理し、北海道地域防災

計画に定められている平常時の取組や今回の災害対応を踏まえ、検証を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回、大雨等災害を経験し、道及び市町村は、その教訓を踏まえ、速やかに防災対策を

講ずる必要があるが、自治体の予算編成等のスケジュールを勘案すると、自治体の平成２

９年度の予算や施策に反映するには、平成２８年末までに提言する必要があったことから、

次の６検討項目については、一次報告として、先に検証を行い、平成２８年１２月２８日

に提言した。 

 一次報告の後に、他の７検討項目の議論をすすめ、一次報告とあわせて、今回、検証報

告書としてまとめた。 

 

 ※一次報告分 

  ①情報収集・通信 ④物資及び資機材の備蓄支援 ⑤災害対策本部の体制と活動 

  ⑫ボランティア ⑬被災市町村の行政機能 ⑮防災教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 提言方法 

評価できる事項 課題となる事項 ＜検  証＞ 

提  言 
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＜災害検証委員会 委員＞ ※敬称略：五十音順 

 

（学識経験者）  

 座 長  佐々木
さ さ き

 貴
たか

 子
こ

（北海道教育大学 札幌校教授） 

 委 員  河
かわ

 西
にし

 邦
くに

 人
ひと

（札幌学院大学 教授） 

     定
さだ

 池
いけ

 祐
ゆ

 季
き

（東京大学大学院 情報学環 総合防災情報研究センター 

特任助教）  

 （防災関係機関） 

 委 員  伊
い

 東
とう

 雅
まさ

 之
ゆき

（北海道市長会 事務局次長） 

      熊
くま

 谷
がい

 裕
ひろ

 志
し

（北海道町村会 政務部長） 

      齋
さい

 藤
とう

 義
よし

 夫
お

（北海道社会福祉協議会 地域福祉部長） 

      杉
すぎ

 山
やま

 博
ひろ

 樹
き

（ＮＨＫ札幌放送局 放送部長） 

      西
にし

 潟
がた

 政
まさ

 宣
のり

（札幌管区気象台 総務部業務課長） 

      米
よね

 津
つ

 仁
ひと

 司
し

（北海道開発局 事業振興部防災課長） 

(北海道)  

委 員  志
し

 田
だ

 篤
あつ

 俊
とし

（北海道 総務部危機対策局長） 

 

 

（オブザーバー） 

      札幌市（危機管理対策課計画・原子力災害対策担当課長 奥原裕幸） 
 

陸上自衛隊北部方面総監部（防衛課長 木原邦洋） 
 
北海道運輸局（総務部総務課長補佐 呉憲一郎、総務部安全防災・危機管理

調整官、手塚稔） 
 
札幌市消防局（警防部消防救助課長 佐々木武司、警防部消防救助課警防対

策担当係長 瀧山忍、警防部消防救助課消防係長 大澤欣哉） 
 
第一管区海上保安本部（環境防災課長 寺口直樹、環境防災課第一災害対策

係長 西尾隆一） 
 
北海道警察本部（警備部災害対策官 岡田昭広、警備部警備課長補佐 馬場

恵吾、警備部災害対策官 次田幸宏） 
 
北海道総合通信局（防災対策推進室長 宮島一也、情報通信部情報通信振興

課長 中嶋英明）  

５ 検証委員 


